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日本学術振興会（ＪＳＰＳ）の概要日本学術振興会（ＪＳＰＳ）の概要日本学術振興会（ＪＳＰＳ）の概要

１．規 模 ：少数の職員による少数の職員による効率的な業務運営効率的な業務運営

２．事業概要 ：「学術研究」（大学等の研究者の自由な発想に基づく「学術研究」（大学等の研究者の自由な発想に基づく人文・社会科学から自然科学まで人文・社会科学から自然科学までのの
あらゆる分野の研究）を総合的に支援するあらゆる分野の研究）を総合的に支援する我が国唯一の資金配分機関我が国唯一の資金配分機関
（ファンディングエージェンシー）（ファンディングエージェンシー）

設 立 ： 昭和７年１２月 財団法人日本学術振興会創設 ※天皇陛下からの御下賜金により創設
理事長 ： 小野元之 役員数 ４名（理事２名、監事２名） 職員数 135名（22年11月現在）
平成22年度予算 ： １９８，９８８百万円（21年度 １５８，０７０百万円）

〈主な予算）･運営費交付金 28,021百万円（ 28,672百万円）
･科学研究費補助金 129,781百万円（127,771百万円）
･最先端研究開発戦略的
強化費補助金 40,000百万円（新規）

◇関連事業費（ＪＳＰＳが審査・評価を行うｸﾞﾛｰﾊﾞﾙCOEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等）
平成22年度予算額（平成21年度予算額）

７７，０５７百万円（９０，９０６百万円）

◇平成21年度補正予算

･先端研究助成基金 150,000百万円（H21～H25）
･研究者海外派遣基金 7,564百万円（H21～H25）

□学術研究の助成□学術研究の助成 ：： あらゆる分野の優れた独創的・先駆的な研究を発展させる「科研費」の審査・評価

□研究者養成□研究者養成 ：： 我が国の発展を担う優れた若手研究者を養成するための研究奨励金の支給（特別研究員・海外特別研究員）

□学術に関する国際交流の促進□学術に関する国際交流の促進 ：： 諸外国の学術振興機関との最先端の共同研究の推進、外国人研究者招へい事業

□学術の応用に関する研究の実施□学術の応用に関する研究の実施 ：： 我が国唯一の人文・社会科学研究振興プロジェクトの実施

□学術の社会的連携・協力の推進□学術の社会的連携・協力の推進 ：： 学界と産業界との協力・連携、情報交換の場の提供

□国の助成事業に関する審査・評価□国の助成事業に関する審査・評価 ：： 大学改革支援などの助成事業の審査・評価の実施（グローバルＣＯＥプログラムなど）

□学術の振興に関する調査及び研究□学術の振興に関する調査及び研究 ：： 最新の学術動向を調査・研究し、事業や審査を改善
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【設置】 平成15年7月
【目的】 厳正で透明性の高い評価システムの確立厳正で透明性の高い評価システムの確立と、大学等で活躍する第一線級の研究者が審査委員候補者の選定から

審査結果の検証など評価・フォローアップまで一貫して責任を持ちうるプログラム・ディレクター、プログラム・ディレクター、 プログラム・オフィサープログラム・オフィサー
制度を整備することを目的制度を整備することを目的として設置。

学術システム研究センター学術システム研究センター（日本学術振興会）（日本学術振興会） 平成22年度予算額 ：721百万円
（平成21年度予算額）：721百万円
平成22年度予算額 ：721百万円
（平成21年度予算額）：721百万円

日本学術振興会の事業概要日本学術振興会の事業概要日本学術振興会の事業概要

【体制】 「プログラムディレクタープログラムディレクター」として、センター所長１名及びセンター副所長３名センター所長１名及びセンター副所長３名を配置。
「プログラムオフィサープログラムオフィサー」として、主任研究員１８名及び専門研究員９３名主任研究員１８名及び専門研究員９３名（非常勤）を配置。

【特色】
１）研究員はすべて非常勤とし、研究者コミュニティーの中から、第一線で活躍するトップレベルの現役の研究者（研究員）を確保。
２）任期は３年とし、研究員の流動性を確保。全国の多様な研究者の視点を取り入れる。
３）各事業の審査委員について偏ることのない公平な人選を実現し、アカデミックコミュニティーからの信頼性を確保。
４）科学研究費補助金、特別研究員事業の審査に係る審査委員の選考・審査結果の検証・分析を行う。
（※審査・採択には一切関わらず、審査結果の事後チェックにより、審査制度の向上に寄与。）

５）研究者としての機能（調査・分析能力）を有効に活用し、学術研究動向等の調査・研究を行い、調査結果を
日本学術振興会の事業にフィードバック。
（※すべての研究分野を９つの調査班が分担し、人文・社会学から自然科学まで分野ごとの問題点、諸課題を適切に把握
した上で、事業の改善提案や助言を実施。）

科学技術・学術審議会研究費部会へ報告書提出
→ 各研究種目の在り方 など

調査結果は、審査委員候補者の選考、審査結果の検
証等業務全般に反映

事業の審査・評
価に関する業務

事業に対する
提案・助言

学術振興方策・
学術動向に関
する調査・研究

〈センターの業務〉

研究助成

若手研究者
の養成

◆科研費「分科・細目表」の見直し

学術の国際
交流の推進

◆日本学術振興会賞の予備的審査

〈ＪＳＰＳの事業〉
（具体的な業務）

プログラムディレクター、
プログラムオフィサー制度

公募要領の改訂など研究者ニーズへの迅速な対応

研究員の動向調査に裏付けられた審査の公正性、
公平性、透明性の確保、審査システムの向上

きめ細やかな予備審査による信頼性の向上

〈振興会事業等への反映〉

研究者からの高い信頼性研究者からの高い信頼性
～競争的資金の審査モデル～～競争的資金の審査モデル～

◆科研費等の審査委員候補者の選考
◆科研費等の審査結果の検証
◆科研費、特別研究員等審査会への参画

◆調査報告書「新しい科学研究費補助金制度を
目指して」の提言・公表
◆「我が国における学術研究の動向について
調査の実施・とりまとめ
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◇ 科学研究費補助金は、人文・社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、
基礎から応用までのあらゆる「学術研究」（大学等の研究者の自由な発想に
基づく研究）を対象とする唯一の競争的資金

◇ 予算規模は１，９７０億円
（うち１，２７８億円が振興会分）

政府の競争的資金の約４０％
（平成２２年度予算は、２，０００億円（約４３％））

◇ 科学研究費補助金全体で
・新規応募約１０万４千件に対し、
・採択は約２万６千件（採択率２４.９％）
・継続を含めて約５万９千件の研究に
・補助金を交付
（平成２１年度実績）

◇ 不正使用・不正行為に対しては、
補助金の返還、一定期間の交付制限など
厳格に対応

科学研究費補助金について

科研費の応募・採択件数および採択率の推移

我が国の競争的資金と科研費の予算額推移

新規採択率： 24.8% 24.0% 23.5% 24.3% 22.7% 24.9%

1.研究助成



注： ・ 平成２２年度新規募集研究種目

・ 振興会が審査・交付業務を
担当している種目

・ 振興会が審査業務を担当し、
文科省が交付業務を行っている種

目

・ 文科省が審査・交付業務を
担当している種目

研研 究究 種種 目目 のの 趣趣 旨旨

基盤研究（Ｓ）

原則５年 5,000万～２億円程度

独創的・先駆的研究の格段の発展

基盤研究

３～５年 （Ａ） 2,000～5,000万円

（Ｂ） 500～2,000万円

（Ｃ） ～500万円

研究者個人の独創的・先駆的研究

研究者の自由な発想に基づく研究の多様性の確保

若手研究者の自立支援

若手研究 39歳以下

２～４年 （Ａ） 500～3,000万円

（Ｂ） ～500万円

若手研究 39歳以下

２～４年 （Ａ） 500～3,000万円

（Ｂ） ～500万円

研究活動スタート支援

２年以内 年間150万円以内

特別研究員奨励費

３年以内 年間150万円以内

特別推進研究

３～５年 制限なし （5億円程度）

国際的に高い評価を得ている研究

特別推進研究

３～５年 制限なし （5億円程度）

国際的に高い評価を得ている研究

新領域の形成、挑戦的研究

新学術領域研究

異分野連携等による新領域形
成や挑戦的研究などの推進

〔研究領域提案型〕 ５年

年間1,000万～3億円程度

共同研究等による新領域形成
や領域の格段の進展

新学術領域研究

異分野連携等による新領域形
成や挑戦的研究などの推進

〔研究領域提案型〕 ５年

年間1,000万～3億円程度

共同研究等による新領域形成
や領域の格段の進展

研研
究究
費費
のの
規規
模模
／／
研研
究究
のの
発発
展展

国際的に評価の高い研究の推進

挑戦的萌芽研究

１～３年 ～500万円

挑戦的で高い目標設定を掲げた芽
生え期の研究

科学研究費補助金の研究種目 1.研究助成
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◇ 文部科学省科学技術・学術審議会との連携を強化
・科学技術・学術審議会研究費部会に対して、審査業務を行っている立場から「若手研究」及び「基盤研究」
の制度改革の影響等について検証結果を報告

◇ 基盤研究（Ｃ）、若手研究（Ａ・Ｂ）等の１課題当たり書面審査委員を３名から４名に増員し、利害関係者を
排除した場合の審査の公正性を向上

◇ 書面審査委員を増員、１人当たり平均審査件数を抑制（９６件→７６件）し、負担軽減と十分な審査時間の
確保により、よりきめ細かな審査を実現

更なる改善に向けた取組（平成２１年度）

（１）審査・評価の充実

（２）助成業務の円滑な実施

（３）研究成果の適切な把握及び社会還元・普及

（４）助成の在り方に関する検討

◇ 新規採択課題の交付内定通知を前年度より７日早い４月１日付けで発出、研究開始時期の更なる早期
化を実現

◇ 予算の繰越手続きを簡素化し、繰越制度の活用を促進 （繰越申請課題数：１，３１２件→１，９５３件）

◇ 電子申請システムと府省共通研究開発管理システム（e-Rad）のログイン機能等を統合し、研究者等の
利便性を向上

◇ 交付申請書の受付に電子システムを導入・活用 （一部研究種目で試行）

◇ 研究成果を紹介する科研費ＮＥＷＳの作成に、サイエンスライターを活用し、分かりやすさを向上

◇ ひらめき☆ときめきサイエンス事業について、
・５年連続して好評を得たプログラムにひらめき☆ときめきサイエンス推進賞を授与
・よく工夫されたプログラムを選考し、ホームページで公表 （１１プログラム）

全体で約１，５００名（実数）の増員 （約４，５００名 → 約６，０００名）

1.研究助成
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研究者援助事業研究者援助事業

「科学技術創造立国」の実現に向けて、新たな知識を創造し、未来を切り拓く研究活動を行うためには、将来の研究活動を担う
創造性豊かな優れた若手研究者が、主体的に研究に専念し、その能力を最大限に発揮できるよう支援することが重要

優れた若手研究者が、自由な発想のもとに主体的に研究に専念できるよう「特別研究員事業」を推進（昭和60年度～）

次代を担う優秀な若手研究者がアルバイト等せず、主体的に研究に専念でき、研究者としての資質や潜在能力を飛躍的に向上

特別研究員事業

（効果）

平成平成2222年度予算額年度予算額 ：：16,74016,740百万円百万円 （平成（平成2121年度予算額）：年度予算額）：16,31416,314百万円百万円

優れた若手研究者を海外に派遣し、特定の大学等研究機関において長期間研究に専念できるよう支援することにより、
我が国の学術の将来を担う国際的視野に富む有能な研究者を養成・確保する。（昭和57年度～）
優れた若手研究者を海外に派遣し、特定の大学等研究機関において長期間研究に専念できるよう支援することにより、
我が国の学術の将来を担う国際的視野に富む有能な研究者を養成・確保する。（昭和57年度～）

・十分なコミュニケーション能力・十分なコミュニケーション能力 ・具体的な研究成果（論文）・具体的な研究成果（論文） ・研究者ネットワークの構築・研究者ネットワークの構築

海外特別研究員事業
平成平成2222年度予算額年度予算額 ：：1,5991,599百万円百万円 （平成（平成2121年度予算額）：年度予算額）：1,6021,602百万円百万円

○２２年度人数 ： ４０８人 ○採用期間 : ２年間 ○支援内容 ： 滞在費、研究活動費、航空賃

（効果）

○若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ＩＴＰ）
日本の大学と海外のパートナー機関（大学、研究機関、企業等）との組織的な連携により、若手研究者に当該機関における研究活動の機会
を提供（平成19年度～） → ２２年度 ２３件 〔大学院生、ポスドク等 １０人（２ヶ月～１年）／件、年間 ２０００万円／件、支援期間：５年間〕

○短期集中セミナー
海外の若手研究者との集中的な討議の場を提供（約１週間程度） ・日欧先端科学セミナー、日米先端科学ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、アジア学術セミナー等

○若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ＩＴＰ）
日本の大学と海外のパートナー機関（大学、研究機関、企業等）との組織的な連携により、若手研究者に当該機関における研究活動の機会
を提供（平成19年度～） → ２２年度 ２３件 〔大学院生、ポスドク等 １０人（２ヶ月～１年）／件、年間 ２０００万円／件、支援期間：５年間〕

○短期集中セミナー
海外の若手研究者との集中的な討議の場を提供（約１週間程度） ・日欧先端科学セミナー、日米先端科学ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、アジア学術セミナー等

国際舞台で活躍できる若手研究者の育成国際舞台で活躍できる若手研究者の育成

若手研究者への国際研鑽機会の充実
平成平成2222年度予算額年度予算額 ：：690690百万円百万円 （平成（平成2121年度予算額）：年度予算額）：740740百万円百万円

（効果）

平成22年度予算額 ：19,101百万円
（平成21年度予算額）：18,703百万円
平成22年度予算額 ：19,101百万円
（平成21年度予算額）：18,703百万円

区 分 特別研究員－DC
（大学院博士課程在学者）

特別研究員－PD
（大学院博士課程修了者）

特別研究員－RPD
（優れた研究者が出産・育児による研究
中断後に円滑に研究現場に復帰すること

を支援）

特別研究員－SPD
（PD申請者のうち、
特に優れた者）

２２年度人数 ４，７３６人 １，０５２人 １２０人 ３６人

２２年度予算額 １１，３６６百万円 ４，５７０百万円 ５２１百万円 １９３百万円

採 用 期 間 ２～３年間 ３年間 ２年間 ３年間

研 究 奨 励 金
（ 月 額 ）

２００，０００円 ３６２，０００円 ３６２，０００円 ４４６，０００円

（特別研究員の区分）

2.研究者の養成
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学術国際交流事業学術国際交流事業

◆欧米諸国との協力による世界水準の研究拠点の形成◆欧米諸国との協力による世界水準の研究拠点の形成
○先端研究事業
先端的研究分野において、我が国と学術先進諸国の中心的な研究機関を研究交流拠点とする多国間ネットワークを形成し、
研究交流を推進する。 平成22年度予算 200百万円
○ボトムアップ型国際共同研究事業
各国学術振興機関と同時に国際共同研究を実施することにより、高いレベルの相乗効果があり、革新的な知の研究成果を
生み出すことのできる分野について、ボトムアップ型の国際共同研究を支援する。 平成22年度予算 66百万円 等

国際研究交流・共同研究の促進
平成平成2222年度予算額年度予算額 ：：2,3402,340百万円百万円 （平成（平成2121年度予算額）：年度予算額）：2,6492,649百万円百万円

外国人研究者招へい・ネットワーク
平成平成2222年度予算額年度予算額 ：：4,6324,632百万円百万円 （平成（平成2121年度予算額）：年度予算額）：5,3535,353百万円百万円

平成22年度予算額 ：6,972百万円
（平成21年度予算額）：8,002百万円
平成22年度予算額 ：6,972百万円
（平成21年度予算額）：8,002百万円

◆アジア・アフリカとのパートナーシップ強化◆アジア・アフリカとのパートナーシップ強化
○アジア研究教育拠点事業
アジアに世界的水準の研究と若手研究者の育成を行う拠点を形成することを目的として、相手国との対等なパートナーシップ
に基づく共同研究を支援する。 平成22年度予算 245百万円
○アジア・アフリカ学術基盤形成事業
アジア・アフリカ地域の諸課題解決のための中核的研究教育拠点の構築と若手研究者の養成を、我が国の研究機関が主導
的に推進する。 平成22年度予算 160百万円 等

◆外国人研究者の招へい◆外国人研究者の招へい
我が国の大学等を対象に、分野、国籍を問わず、外国人研究者をキャリアステージに応じて招へいする。
○外国人特別研究員事業 平成22年度予算 4,106百万円 （一般１，０３５人、欧米短期１０７人、ｻﾏｰ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ１１１人）
○外国人研究者招致事業 平成22年度予算 400百万円 （短期９５人、長期３５人、著名研究者３人） 等

◆研究者ネットワークの形成・強化◆研究者ネットワークの形成・強化
外国人研究者招へい事業経験者を中心としたネットワーク形成を支援することにより、日本と諸外国との間で持続的な協力
関係の構築と新たな交流関係の創出を図る。 平成22年度予算 84百万円
○研究者ネットワークコーディネーターの配置 平成22年度 ３人
○外国人研究者再招へいプログラム 平成22年度 １０人 等

３.学術の国際交流



～若手研究者へ海外での活躍・研鑽機会の充実・強化～

若手研究者やポストドクターの時期から国際経験を積み海外研究者と切磋琢磨できる

よう、海外の優れた研究機関での研究機会や海外研究者との交流機会の充実を図る。

【組織的な若手研究者等海外派遣プログラム（組織支援
型）】
大学院生・学部学生、ポスドク、助教等の若手研究者に

対し、海外の研究機関等で研究を行う機会（最大１年間）を
我が国の研究機関が組織的に提供する取組（96事業）を支
援。

【優秀若手研究者海外派遣事業（個人支援型）】
優秀な若手研究者（常勤研究者・特別研究員）が海外の

優れた研究機関において研究を行い、海外の研究者と切
磋琢磨する機会（90日以上原則12ヶ月以下）を支援。

平成21年度海外派遣実績（人）

地域
組織
支援型

個人
支援型

計

ｱｼﾞｱ 47 36 83 

ｵｾｱﾆｱ 5 15 20 

ｱﾌﾘｶ 1 6 7 

ﾖｰﾛｯﾊﾟ 69 216 285

ロシア・NIS
諸国

1 2 3 

北米 76 240 316 

中南米 5 2 7 

計 204 517 721 

若者研究者海外派遣事業若者研究者海外派遣事業
３.学術の国際交流
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